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ＩＴ人材市場動向予備調査

（独） 情報処理推進機構 ＩＴスキル標準センター

【調査結果報告】

（中編）



All  Rights Reserved, Copyright©IPA2007
2

本資料の構成

p.003 第１章 オフショア動向等に関する調査結果

p.019 第２章 高等教育機関向け調査結果
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オフショア動向等に関する調査結果オフショア動向等に関する調査結果第１章
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「オフショア開発動向に関する調査」 の概要

ヒアリング調査ヒアリング調査

オフショア開発実績を有する大手企業４社に対し、アンケート調査票に対するレビューヒアリングを実施
レビュー結果を受けて、アンケート調査票を作成

アンケート調査アンケート調査

・海外企業へのITアウトソーシングの実施状況、目的

・海外ITアウトソーシングの評価・課題 等

（ユーザー企業IT人材動向調査の一部として実施）

7.7% （回答企業232社）

同左

ユーザー企業 3,000社
（上場企業のうちIT系企業を除く）

＜ＩＩ＞ ユーザー企業向け

19.9% （回答企業 218社）回収率

・ ソフトウェア製品の輸出入の状況

・ オフショア開発の実施状況・評価・課題

・ オフショア開発の意向

・ ソフトウェアの海外受注 等

内容

2007年9月10日～28日（約3週間）調査期間

ITベンダー 1,096社
（関連業界団体加盟企業 1,087社＋その他企業 9社）調査対象

＜Ｉ＞ ＩＴ企業向け

目 的目 的

オフショア開発、ソフトウェア開発輸出入に関する政府統計や既存の各種統計・調査について、文献調査を実施
既存の各種統計・調査の課題や制約を把握し、本調査との比較のためのデータを収集

既存文献調査既存文献調査

今後、ＩＴ人材市場動向に大きな影響を与えると想定されるオフショア開発動向（エンタープライズ系）について、
開発規模、対象業務、課題、今後の意向等を調査し、ＩＴ人材市場動向に対する影響を分析する
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「オフショア開発動向に関する調査」の結果

713

901

673

836

471

2,067

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

アンケート回収分

アンケート回収分＋弊社推計

日経コンピュータ調査

総務省調査

国際収支統計

ガードナー推計

（億円）

今回の調査で把握されたオフショア開発規模今回の調査で把握されたオフショア開発規模

今回の調査で把握されたオフショア開発規模は、約713億円 （弊社推計を含む規模は901億円）

下表に既存の統計・調査において把握されている開発規模データとの比較を示す。

今回のアンケートに回答していない企業のオフショア開発金額を含めると、1,000億円に達する可能性も。

オフショア対象国別のオフショア開発規模については、後頁参照。

2,067億円
ガードナー推計
（オフショア対象範囲不明）

673億円
（2005年の推計）

日経コンピュータ調査
（大手IT企業のみ）

836億円
（2005年、2007年予測値の平均）

総務省調査

471億円国際収支統計 （財務省・日銀）

901億円
本調査（アンケート回収分）

＋弊社推計

713億円本調査（アンケート回収のみ）

オフショア開発規模
（2006年時点）

調査・統計名

＜今回調査結果＞
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調査結果① ～ オフショア開発実績 ～

オフショア開発実績の有無と目的オフショア開発実績の有無と目的

オフショア開発（現地法人を含む海外企業への直接発注）の実績がある企業は、全体（218社）の3割程度。

1000名以上の企業の約７割、100名未満の企業でも１割を超える企業が、オフショア開発の実績を持つ。オフショア開

発は、企業規模を問わず浸透し始めていると言える。

オフショア開発の目的については、「開発コストの削減」と「国内で不足している人材の確保」が上位。オフショア開発相
手先国の技術力の高まりを受けて、「海外の高い技術力の活用」が第3位となった点は注目される。

企業規模別企業規模別

28.4% 69.3%

2.3%

あり なし 無回答

全体全体

37.5%

13.7%

21.2%

28.0%

68.6%

62.5%

82.2%

76.9%

70.0%

31.4%

2.0%

1.9%

4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員数不明

～１００名未満

１００～３００名未満

３００～１０００名未満

１０００名以上

あり                なし                無回答              

4.6%

3.7%

13.0%

24.1%

27.8%

35.2%

74.1%

89.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

自社の得意業務への資源集中

海外市場の開拓

開発スピードの向上

ビジネスのグローバル化への対応

海外の高い技術力の活用

国内で不足している人材の確保

開発コストの削減  

オフショア開発の目的
（国別回答の合計：Ｎ＝111）
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調査結果② ～ 開発規模の推移と相手国 ～

オフショア開発規模の推移と相手国別開発金額オフショア開発規模の推移と相手国別開発金額

オフショア開発金額の総額は713億円であり、堅調に増加している（ 2004年比35.5%）。ただし、わが国の情報サービス
産業全体の市場規模と比較すると、オフショア金額の規模は、現時点では、そのわずか0.4%程度。

オフショア開発相手先国として企業が回答した国は、中国が第1位であり、 その金額規模（485億円）は、全体の68%を
占める。中国の金額は、2003年以降、年率約３割程度の伸びを示している。

金額ベースの第2位はインド（141億円）で、全体の19.8%を占める。第3位以下は、フィリピン、韓国の順。

ベトナムは金額規模（4.3億円）は小さいが、2004年対比で2倍と急成長中。相手先国として挙げた企業数では、第3位と

なっている。

オフショア開発金額の推移オフショア開発金額の推移 オフショア開発相手先国オフショア開発相手先国

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000

2002年

2003年

2004年

2005年

2006年

（百万円）

中国 インド フィリピン 韓国 ベトナム

米国 オーストラリア その他 未回答

82.3%

30.6%

12.9%

1.6%

1.7%

1.6%

3.2%

3.2%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中国

韓国

インド

ベトナム

フィリピン

シンガポール

アメリカ・カナダ

ＥＵ諸国

無回答



All  Rights Reserved, Copyright©IPA2007
8

調査結果③ ～ オフショア開発対象業務 ～

相手先国別のオフショア開発対象業務相手先国別のオフショア開発対象業務

オフショア開発相手国により、発注対象業務に差異がみられ、技術水準に応じて、対象業務が拡大する傾向にある。

主なオフショア開発相手先国に対する発注対象業務は以下のとおり。

オフショア開発の主力である中国
への発注業務は、詳細設計、プロ
グラミング、単体テスト、結合テス
トの割合が高い。

オフショア開発の主力である中国
への発注業務は、詳細設計、プロ
グラミング、単体テスト、結合テス
トの割合が高い。

インドへの発注業務は、要件定義、
基本設計、技術研究開発、総合
テスト等の上流工程や高度な技
術が必要な業務の発注の割合が
他国と比べて高い。

インドへの発注業務は、要件定義、
基本設計、技術研究開発、総合
テスト等の上流工程や高度な技
術が必要な業務の発注の割合が
他国と比べて高い。

新興国であるベトナムへの発注
業務は、プログラミング、単体テス
トが主体。

新興国であるベトナムへの発注
業務は、プログラミング、単体テス
トが主体。

0

25

50

75

100
要件定義 

基本設計

詳細設計

プログラミング

単体テスト結合テスト

総合テスト

技術研究・開発

その他

インド （N=21）

0

25

50

75

100
要件定義 

基本設計

詳細設計

プログラミング

単体テスト結合テスト

総合テスト

技術研究・開発

その他

中国 （N=69）

0

25

50

75

100
要件定義 

基本設計

詳細設計

プログラミング

単体テスト結合テスト

総合テスト

技術研究・開発

その他

ベトナム （N=11）
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オフショア開発相手先国に応じて、コスト、技術水準、品質の満足度に差がある。

満足度の低い項目の中には、コストとトレードオフの関係にある項目もみられる。

オフショア開発相手先国別の評価オフショア開発相手先国別の評価

-100

-50

0

50

100
コスト

品質

納期

技術水準

インド （N=21）

-100

-50

0

50

100
コスト

品質

納期

技術水準

ベトナム （N=11）

-100

-50

0

50

100
コスト

品質

納期

技術水準

中国 （N=69）

-100

-50

0

50

100
コスト

品質

納期

技術水準

韓国 （N=3）

図中の数値は、満足度をポイント化したもの。最大値は100（非常に満足）であり、最小値は－100（非常に不満）。
0は満足／不満が拮抗している状態、50はほぼ満足している状態を示す。

中国に関しては、コスト面で
の満足度が比較的高い一方、
品質面での満足度が低い。

中国に関しては、コスト面で
の満足度が比較的高い一方、
品質面での満足度が低い。

インドに関しては、技術水準
の満足度が高いが、コスト面
での満足度がやや低い。ただ
し、品質については技術水準
の満足度に比較して低い。

インドに関しては、技術水準
の満足度が高いが、コスト面
での満足度がやや低い。ただ
し、品質については技術水準
の満足度に比較して低い。

ベトナムに関しては、コスト面
での満足度が高く、品質に関
しても比較的満足度が高い。
ただし、技術水準、納期の満
足度はやや低い。

ベトナムに関しては、コスト面
での満足度が高く、品質に関
しても比較的満足度が高い。
ただし、技術水準、納期の満
足度はやや低い。

韓国に関しては、技術水準、
品質面での満足度が非常に
高い一方、コスト面での満足
度は低い。

韓国に関しては、技術水準、
品質面での満足度が非常に
高い一方、コスト面での満足
度は低い。

調査結果④ ～ 相手先国別評価 ～
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オフショア開発における課題として上位に挙げられているのは、言語の壁、コミュニケーションの困難さ、文化・商習慣の差
異、 現地の人件費の上昇。国によっては、既にコスト上昇が課題となっており、今後、オフショア開発の伸びや相手先国の

選択に影響を与える可能性もある。

中国へのオフショアに関しては、品質管理、情報セキュリティや知的財産権保護への不安、技術力の高い人材の確保も課
題となっている。

オフショア開発についての課題オフショア開発についての課題

0

25

50

75

100
品質管理が難しい

納期が守られない

言語が異なりコミュニケーションが難しい

文化や商慣習等が異なる

技術力の高い人材の確保が難しい

現地の人件費が上昇している 

情報セキュリティや情報管理に問題がある

知的財産権の保護に不安がある

国内に技術やノウハウが蓄積されなくなる

為替リスクが大きい 

政情不安等の危険がある

その他

中国 インド ベトナム

調査結果⑤ ～ オフショア開発の課題 ～
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調査結果⑥ ～ オフショア未実施企業の懸念 ～

0

25

50

75
品質管理が難しい

納期が守られない

言語が異なりコミュニケーションが難しい

文化や商慣習等が異なる

技術力の高い人材の確保が難しい

現地の人件費が上昇している 

情報セキュリティや情報管理に問題がある

知的財産権の保護に不安がある

国内に技術やノウハウが蓄積されなくなる

為替リスクが大きい 

政情不安等の危険がある

その他

 オフショア開発未実施企業

オフショア開発をまだ実施していない企業では、言語の壁、コミュニケーションの困難さ、文化・商習慣の差異、品質管理

の難しさを懸念している。また、情報セキュリティについて懸念する割合が高いことも特徴。

オフショア開発を実際に経験していないためか、すでに実施している企業よりも、現地の人件費が上昇していることに対

する懸念や、技術者の確保に対する懸念が低い。

オフショア開発を実施していない企業の懸念オフショア開発を実施していない企業の懸念

（N=131）
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調査結果⑦ ～ 情報処理技術者試験の活用～

70.0%

39.1%

42.9%

46.2%

66.7%

53.0%

16.7%

56.5%

57.1%

53.8%

33.3%

41.0%

2.4%

0.0%

0.0%

3.3%

4.3%

0.0%

3.6%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１０００名以上

３００～１０００名未満

１００～３００名未満

～１００名未満

従業員数不明

全  体

利用したことがある
利用したことはないが、今後利用してみたい
利用したことはなく、今後も特に利用の予定はない
無回答

オフショア先相手国の技術者の評価方法として、情報処理技術者試験の相互認証制度を活用したことがある企業は、

現状ではまだ少ない。しかし、「今後利用してみたい」と回答した企業は、全体の50%を超える。

オフショア開発における品質確保やコスト適正化に対するニーズから、情報処理技術者試験の相互認証制度の活用

ニーズは高いとみられる。特に、1000名以上の企業で、「今後利用してみたい」と回答した企業は、７割に上っている。

技術者評価における情報処理技術者試験の活用技術者評価における情報処理技術者試験の活用

(N=83)
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調査結果⑧ ～ ブリッジＳＥ教育の状況～

オフショア開発におけるブリッジSEの重要性が高まっていることを踏まえ、今回は、日本人のブリッジSE向けの教育の

実施状況を尋ねた。

日本人ブリッジSEに対する教育は、3割の企業において実施されている。また、5割程度の企業が、「必要性を感じてい

るが、まだ実施していない」と答えている。特に、100～300名規模の中小企業では、90%以上の企業が。「必要性を感じ

ているが、まだ実施していない」と答えている。

ブリッジSE向け教育の状況ブリッジSE向け教育の状況

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１０００名以上

３００～１０００名未満

１００～３００名未満

～１００名未満

従業員数不明

全  体

実施している 必要性は感じているが、まだ実施していない

必要性を感じていないため、実施していない 無回答
（N=83）
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調査結果⑨ ～ オフショア開発に対する意向 ～

オフショア開発の意向オフショア開発の意向

全体として5割を超える企業が、今後、オフショア開発を開始・拡大する意向を示している。

オフショア開発実績を持つ企業の7割以上が、「現在よりも拡大したい」と回答した。

オフショア開発未実施企業においても、3割近くがオフショア開発の意向を持っている。

オフショア開発実績を持つ企業の積極的な姿勢に対して、オフショア開発未実施企業の7割近くが「当面実施の予定はな

い」と回答している。オフショア開発に対しては、積極派と消極派に二極化する可能性もある。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

オフショア実施企業(81社)

現在よりも拡大したい 現在と同程度の規模で継続したい          現在よりも縮小したい 無回答              

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

オフショア未実施企業(130社)

今後積極的に取り組みたい                現在、今後の実施について検討中          

当面実施の予定はない 無回答              
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調査結果⑩ ～ 今後のオフショア規模予測 ～

今後のオフショア開発規模の推計今後のオフショア開発規模の推計

下図は、オフショア開発の相手先国別に、 過去

の金額規模の伸び率から、今後の伸び率を仮

定し、将来のオフショア開発規模を推計した結

果。推計結果によれば、2011年のオフショア開

発規模は、2,568億円に拡大する見込み。

（2006年のオフショア開発金額としては、アン

ケート回答による集計額713億円を用いた。）

オフショア開発に従事する海外ＩＴ人材数は、現

在の1万6千人から、5万9千人に拡大すると推

計される。（一人当たりの年間生産額を434万

円と仮定。）

オフショア動向の将来予測にあたっては、金額

規模のみならず、オフショア開発に従事する海

外ＩＴ人材数増加の影響も考慮することが必要。

ただし、コスト増加、人材不足、セキュリティ、知

的財産保護への不安等が、オフショア開発拡

大を抑制する要因となる可能性もある。

713

909

1,167

1,510

1,964

2,568

16,424

45,251

34,783

26,896

20,935

59,169

0

500
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1500
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3000

2006 2007 2008 2009 2010 2011

億円

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000 人

オフショア規模（億円） 人員数
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調査結果⑪ ～海外ＩＴサービス利用動向～

ユーザー企業の海外ITサービスの利用状況ユーザー企業の海外ITサービスの利用状況

今回の調査では、ユーザー企業（上場企業3000社）に対してもアンケートを実施し、海外企業へのＩＴサービスの発注状

況の把握を試みた。（3000社中232社が回答／回収率 7.7%）

下図の5つの業務の中で、最も海外企業のＩＴサービスの利用実績が高い「システム・ソフトウェア開発業務」においても、

その割合は4.5%となっており、今後の利用予定を含めても、海外企業のＩＴサービスの利用実績や意向を有する全体の

企業1割以下となっている。

8割以上の企業は、現在のところ、海外企業へＩＴサービスをアウトソーシングする意向を持っていない。

アウトソーシングの相手先国については、中国が第1位で40%、第2位はインドであり13.3%。これは、国内ＩＴ系企業の

オフショア相手先国の順位と同一である。

87.3%

37.6%

8.4%

8.4%

9.3%

9.7%

10.1%

62.0%

.

4.2%

4.6%

4.2%

5.1%

4.6%

83.1%

84.4%

81.9%

87.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１．システム・ソフトウェア開発業務

２．ＩＴ関連の保守・運用サービス業務

３．データセンター運営業務

４．ヘルプデスク業務

５．データ入力業務

６．その他

現在行っている 今後行う予定がある 今後も行う予定はない 無回答

40.0%

6.7%

6.7%

13.3%

6.7%

6.7%

6.7%

6.7%

26.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

中国

韓国

台湾

インド

フィリピン

シンガポール

アメリカ・カナダ

香港

無回答 （N=14）
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オフショア開発規模の増加（注）に伴い、国内市場における海外ＩＴ人材の存在感が増すことが予想される。オフショア開発に従事する

海外ＩＴ人材数は、 2011年には5万人以上となり、国内ＩＴ人材市場の相当数を占めると推計される。少子化が進む中、国内だけでのＩ

Ｔ人材の確保には一定の限界もあるため、国内のＩＴ人材だけではなく、海外のＩＴ人材を含めたＩＴ人材ポートフォリオ戦略について議

論や新たな取り組みが求められている。 （注）オフショア開発規模については、今後、その伸びが鈍化する可能性もあるため、今後の動向を注視することが必要。

オフショア相手先国の技術水準やコミュニケーション力の向上に伴い、オフショア開発の対象となる業務が、現在主流である下流工

程から上流工程を含めた広範囲な工程に拡大するとみられる（既に、インドへのオフショア開発では、基本設計や要件定義も対象業

務となっている）。

そのため、上流工程への人材シフトだけでは、国内ＩＴ人材の競争力や雇用を維持できない可能性もあると言える。今後は、国内ＩＴ人

材が生み出すべき付加価値について、グローバルな視点から再考し、そのニーズに応えるための人材の育成・確保に向けた施策の

展開が必要。

短期的な影響短期的な影響

中期・長期的な影響中期・長期的な影響

今後は、オフショア開発の拡大（グローバル化）を踏まえたIT人材・ポートフォリオ戦略が重要に

【まとめ】 オフショア開発の国内ＩＴ人材への影響

オフショア開発の規模は、現在713億円に達し、2004年対比35.5%の高い伸びとなっている。ただし、現時点では、国内情報サービ

ス市場全体の0.4%以下であり、金額的な影響は限定的であると言える。

オフショア開発は、国内で不足しているＩＴ人材を供給する役割を担っている。

オフショア開発は、国内ＩＴ人材市場に対して、更なるコスト抑制圧力をもたらす。そのため、国内ＩＴ人材には、オフショア開発の対象

業務となる割合が比較的低い上流工程へのシフトや生産性の向上が求められる。

オフショア開発の規模は確実に増加する傾向にあるため、国内におけるブリッジSEの育成も急務。

ユーザー企業におけるＩＴサービスの海外アウトソーシングは、現状では、一部の先進企業に限定されている。
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【参考】 ソフトウェア製品の輸出入の状況

17,31173,862

1,242

1,019

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000 100,000

輸入

輸出

（百万円）

ベーシックソフトウェア（百万円） アプリケーションソフトウェア（百万円）

0 20000 40000 60000 80000 100000

イスラエル・中東諸国

ベトナム

その他欧州諸国

シンガポール

台湾

韓国

オーストラリア

中国

インド

その他

ＥＵ諸国

アメリカ・カナダ

合計

（百万円）

ベーシック（百万円） ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ（百万円）

本調査で並行して実施したソフトウェア製品の輸出入金額に関する調査結果は以下のとおり。

左図は、ソフトウェア製品の輸出入総額を示す。直接／間接輸入額を合算した総輸入額は、881億円。輸入額／輸出額

比率は、45.8と大幅に輸入超過の状態となっている。

右図は、主要輸入国別の輸入額を示したもの。最も輸入額の多い地域は、北米であり、総額の97%を占める。

ソフトウェア製品の輸出入額ソフトウェア製品の輸出入額

ソフトウェア輸出入総額ソフトウェア輸出入総額
ソフトウェア輸入額 （国・地域別）ソフトウェア輸入額 （国・地域別）

だたし、実際には、今回のアンケートに回答していない外資系ソフトウェ

ア企業が存在するため、実際のソフトウェア輸入額は、今回の調査結果

の数倍に及ぶ可能性もある。弊社が把握した範囲内でも、1,213億円規

模の輸入が行われている。また、米国政府統計では、米国から日本への

ソフトウェア輸出額は、2,400億円と報告されている。
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高等教育機関向け調査結果高等教育機関向け調査結果第２章
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「高等教育機関向け調査」の概要

回答機関属性と回収数回答機関属性と回収数

私立

30.1%

国立・公立

69.9%

学校の分類学校の分類

学部

54.0%

大学院

46.0%

課程の種類課程の種類

本調査の集計・分析においては、全回答機関の中からトップクラスの有名大学・大学院（N=16）を

ピックアップし、「国公立」「私立」のほかに、「トップ校」というカテゴリを新たに設けた。

113合計

34私立

79国公立

113合計

大学院

学部

52

61

回答数区分

回答機関属性回答機関属性

国内大学・大学院の

情報系学部学科・専攻

アンケート配布先アンケート配布先

産業界におけるＩＴ人材の実態・動向把握と共に、情報系の学部学科・専攻から、産業界に輩出される人材の供給

力や動向の把握が重要であるとの認識から、情報系の学部学科・専攻に対して、卒業生の数や就業先、さらに、

現在、情報系の学部学科・専攻が感じている課題の把握などを目的としたアンケート調査を実施した。

調査目的調査目的

2007年10月8日

～ 2007年10月22日

（約2週間）

調査実施期間調査実施期間

＜調査結果分析にあたっての留意点＞
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調査結果① ～卒業生の動向～

10.1%

6.3%

13.9%

40.5%

26.6%

2.5%

0%

26.5%

5.9%

23.5%

17.6%

17.6%

2.9%

5.9%

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

卒業生なし（０人）

～１０人未満

１１人～５０人未満

５０人～１００人未満

１００人～２００人未満

２００人以上

無回答

国立・公立

私立

7195

7550

7426 7438

7479

7000

7200

7400

7600

２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度

(人)

過去５年間の情報系卒業生数の推移過去５年間の情報系卒業生数の推移

※ 2002年度から2006年度までの全ての年度の卒業生数を回答した学科・専攻（N=94）に

ついて集計

左図は、情報系学科・専攻卒業生の推移を示したもの。2004年度以降の卒業生数は増加で推移している。また、

この5年間の卒業生数の平均伸び率は1.01倍となっている。

右図は、2006年度における卒業生の人数規模の分布を示したもの。国公立より私立の方が、人数規模が大きい。

情報系学科・専攻卒業生の動向情報系学科・専攻卒業生の動向

2006年度卒業生の人数規模分布2006年度卒業生の人数規模分布
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調査結果② ～入学生の動向～

国公立では、入学者数は「ほぼ横ばいである」との回答が約８割を占めているのに対して、私立では「減少している」と

いう回答が３割に上っている。

その他

28.6%

担当教員数の

増減によるもの

14.3%

志願者数の増

減によるもの

57.1%

その他

28.6%

志願者数の増減

によるもの

71.4%

入学者数が
増加した理由

入学者数が
増加した理由

５年前と比較した入学者数の変化５年前と比較した入学者数の変化

6.3 75.9

38.2

7.6

11.8

3.8

14.7

3.8

8.8 2.9 20.6

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国立＋公立

私立

２０％以上増加している                  １０～２０％程度増加している            

ほぼ横ばいである    １０～２０％程度減少している            

２０％以上減少している                  分からない          

無回答              

情報系学科・専攻入学生の動向情報系学科・専攻入学生の動向

入学者数が
減少した理由

入学者数が
減少した理由

「担当教員数の増減によるもの」は、増加の理由として

のみ挙げられている。

ここから、教員数の増加が、入学者数の増加、すなわち、

高等教育機関の人材供給力の強化につながる可能性

があると考えることもできる。
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調査結果③ ～情報系に対する人気の変化～

全体全体

10年前と比較した情報系学科・専攻に対する人気の変化10年前と比較した情報系学科・専攻に対する人気の変化

6.3

3.8

8.8

50.0

50.6

20.6

25.0

36.7

52.9

18.8

8.9

17.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップ

国立＋公立

私立

上がっている        変わらない          下がっている        無回答              

詳細詳細

 

5.3% 11.5%41.6% 41.6%

上がっている 変わらない 下がっている 無回答

全体としては、「変わらない」と「下がっている」が

約40%ずつを占めており、情報系に対する人気に

ついては、「変わらない」もしくは「下がっている」と

の認識が多いとみられる。

しかし、「上がっている」と「下がっている」を比較

すると、「下がっている」との回答が多い結果と

なった。

学校分類別に詳細にみると、国公立では、人気は「変わらない」とする回答が約50%を占めるのに対し、私立では

「下がっている」という回答が50%を超えている。また、トップ校では、人気が「下がっている」と回答した割合が最も

低い。情報系学科・専攻の人気に対する認識は、教育機関によって差がみられると言える。
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調査結果④ ～入学生の質・水準の変化（1）～

1.3

2.9

37.5

25.3

14.7

37.5

64.6

70.6

18.8

8.9

11.8

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップ

国立＋公立

私立

上がっている        変わらない          下がっている        無回答              

22.1% 66.4% 9.7%1.8%

上がっている 変わらない 下がっている 無回答

10年前と比較した情報系学科・専攻入学生の「質」や「水準」の変化10年前と比較した情報系学科・専攻入学生の「質」や「水準」の変化

全体全体 詳細詳細

全体としては、「下がっている」と回答した学科・専

攻が約７割を占める結果となった。

「上がっている」と回答した学科・専攻は、1.8%に

過ぎない。

情報系に対する人気と同様、「変わらない」「下

がっている」との見方が主流であるとみられる。

学校分類別に詳細にみると、国公立、私立共に似た傾向を示し、質（水準）は「下がっている」とする回答が大半を

占めている。

一方、トップ校では、質（水準）が「下がっている」と回答した割合が、他の分類よりも低く、「変わらない」との回答は

最も多くなっている。
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調査結果④ ～入学生の質・水準の変化（2） ～

変化した「質」や「水準」の具体的な内容変化した「質」や「水準」の具体的な内容

 

76.0%

28.0%

16.0%

9.3%

6.7%

2.7%

22.7%

50.7%

53.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

理数系の学力

国語力等を含む基礎学力全般

学問に対する興味・意欲

コミュニケーション能力

研究等への応用力

専門分野に関する基礎知識

学問分野に対する適性

他人との協調性・チームワーク

その他

全体全体 詳細詳細

最も多い回答は「理数系の学力」。

50%を超える機関が「国語力等を含む基礎

学力全般」、「学問に対する興味・意欲」を、

低下した質・水準の具体的内容として挙げて

いる。

国公立と比較して、私立では、「国語力を含む基礎学力全般」、「学問に対する興味・意欲」を挙げる機関が多い。

国公立では、私立よりも、「研究等への応用力」を挙げる機関が多い。

66.7

66.7

16.7

33.3

16.7

33.3

0

16.7

0

74.5

45.1

47.1

27.5

27.5

19.6

7.8

9.8

0

79.2

70.8

58.3

29.2

12.5

8.3

12.5

0

8.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

理数系の学力

国語力等を含む基礎学力全般

学問に対する興味・意欲

コミュニケーション能力

研究等への応用力

専門分野に関する基礎知識

学問分野に対する適性

他人との協調性・チームワーク

その他

トップ

国立＋公立

私立

（%）
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調査結果⑤ ～卒業生の進路～

進路不明

4.3%

情報サービス・

ソフトウェア
企業

35.1%

その他企業・

団体

32.7%

進学
27.9%

「その他企業・団体」に就職した卒業生のうち

約60%が情報系部門に勤務

0

5

10

15

20

25

30

35

40

2004年度 2005年度 2006年度

情報サービス・ソフトウェア企業 その他企業・団体          

進学 進路不明    

(%)

卒業生の就職先卒業生の就職先

情報系学科・専攻卒業生の進路（2006年度）情報系学科・専攻卒業生の進路（2006年度） 情報系学科・専攻卒業生の進路の変化情報系学科・専攻卒業生の進路の変化

➜ 情報系学科・専攻卒業生の約55%が、

ＩＴ関連職種に就業している。

「情報サービス・ソフトウェア企業」に就職する学生は、
ほぼ横ばいとなっている。

「その他企業・団体」に就職する卒業生が、最近増加
傾向にある。
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調査結果⑥ ～卒業生に対する需要の変化～

5.3%76.1% 18.6%

増加している あまり変わらない 減少している 無回答　

58.4% 30.1% 10.6%

増加している あまり変わらない 減少している 無回答　

23.9%

19.5%

21.2%

29.2%

48.7%

3.5%

61.9%

52.2%

50.4%

61.9%

54.9%

54.0%

52.2%

31.9%

6.2%

5.3%

8.8%

7.1%

6.2%

19.5%

17.7%

16.8%

18.6%

18.6%

18.6%

17.7%

16.8%

12.4%

24.8%

18.6%

2.7%

2.7%

0.9%

0.9%

93.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.非IT系企業への非IT職としての就職
                            （商社・銀行等）

2.非ＩＴ系企業へのＩＴ専門職としての就職

3.中小企業やベンチャー企業への就職

4.就職先企業の給与や処遇に対するこだわり

5.就職先企業の技術力・競争力に対するこだわり

6.自分が学んだ技術を生かせることへのこだわり

7.自分が望むように自由に働けることへのこだわり

8.学生の人柄やコミュニケーション能力を重視 
                                             した採用

9.その他

増えている 変わらない 減っている 無回答　

卒業生に対する企業の需要の変化卒業生に対する企業の需要の変化

３年前と比較した企業の需要の変化３年前と比較した企業の需要の変化

10年前と比較した企業の需要の変化10年前と比較した企業の需要の変化

就職・採用に関する最近の傾向就職・採用に関する最近の傾向

10年前より、３年前との比較において、「増加して

いる」との回答が増加していることから、情報系を
卒業した学生に対する企業の需要は、近年特に
増加しているとみられる。

今回の調査では、昔と比較して、学生の考え方や採用活動な
どに様々な変化が起きているとの指摘の検証を目的として、
上図の項目について、10年前と比較した変化の状況を尋ねた。

全体的には、ほとんどの項目において、「変わらない」との回答
が多い。しかし、その中で、「学生の人柄やコミュニケーションを
重視した採用」について「増えている」と回答した機関は約5割

に上り、この点については確実な変化が認識されている。
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調査結果⑦ ～情報系の教員の状況（1）～

18.8

12.7

26.5

31.3

36.7

55.9

43.8

43.0

11.8

6.3

7.6

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップ

国立＋公立

私立

増えている          変化はない          減っている          無回答              

５年前と比較した情報系の教員数の変化５年前と比較した情報系の教員数の変化

 

16.8% 7.1%42.5% 33.6%

増えている 変化はない 減っている 無回答　

全体全体 詳細詳細

全体では、教員数には「変化がない」という回答

が最も多く、約４割を占めている。

「増えている」との回答も２割近くみられるが、

「減っている」との回答は、それを上回り、３割を

超えている。

全体としては、入学者数と同じく、「変化はない」

もしくは「減っている」機関が多いと言える。 詳細にみると、半数以上の私立が、教員数の「変化

はない」と回答しているのに対し、国公立の約40%
が、教員が「減っている」と回答している。
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調査結果⑦ ～情報系の教員の状況（2）～

企業経験を有する常勤教員の割合企業経験を有する常勤教員の割合

全体全体 詳細詳細

今回は、情報系の学科・専攻に所属する常勤教

員のうち、正社員として企業に所属した経験を

有する教員の割合を尋ねた。

全体としてみると、企業経験を有する教員数が

「4分の1未満」である機関は5割以上に上る。

続いて、企業経験を有する教員数が「4分の1か

ら半数程度」の機関が約4割となっている。 国公立と比較して、私立の方が、企業に属した経験

を有する人材を登用している割合が高いという結果

となっている。

 

38.1%54.0% 4.4%

3.5%

４分の１未満 ４分の１から半分程度 半分から４分の３程度

４分の３以上 無回答

62.5

60.8

38.2

25.0

31.6

52.9

6.3

3.8

5.9

6.3

3.8

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップ

国立＋公立

私立

４分の１未満        ４分の１から半分程度 半分から４分の３程度

４分の３以上        無回答              
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調査結果⑧ ～情報系学科カリキュラム（1）～

カリキュラムにおいて重視されている方針カリキュラムにおいて重視されている方針

重視されている方針 （複数回答）重視されている方針 （複数回答） 最も重視されている方針 （単数回答）最も重視されている方針 （単数回答）

トップ校と国公立／私立の間には、重視されて

いる方針に明確な違いがみられる。

特に、「最も重視されている方針」は、トップ校と

それ以外の機関で異なり、トップ校では、「研究

者の育成」が最も重視されるという回答が多い。

68.8

87.5

93.8

81.3

25.0

25.0

25.0

18.8

6.3

87.3

74.7

65.8

67.1

46.8

20.3

22.8

8.9

2.5

100.0

55.9

44.1

29.4

64.7

29.4

23.5

17.6

0

0 20 40 60 80 100

産業界を支える技術者の育成

グローバルに活躍する人材の育成

学術分野で活躍する研究者の育成

産業界を牽引するトップ技術者の育成

地域を支える人材の育成

教育に従事する人材の育成

ベンチャー企業を興すような人材の育成

経営・マネジメントを担う人材の育成

無回答

トップ

国立＋公立

私立

(%)

 

31.3

64.6

67.6

12.5

8.9

5.9

37.5

11.4

11.8

12.5 6.3

12.7

14.7

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップ

国立＋公立

私立

産業界を支える技術者の育成              グローバルに活躍する人材の育成          

学術分野で活躍する研究者の育成          産業界を牽引するトップ技術者の育成      

地域を支える人材の育成                  無回答              
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調査結果⑧ ～情報系学科カリキュラム（2）～

カリキュラムにおける就職後の実務の重視度カリキュラムにおける就職後の実務の重視度

全体全体 詳細詳細

今回の調査では、対象学科・専攻のカリキュラ

ムにおいて、就職後の実務（ＩＴ関連業務）をどの

程度意識しているかを尋ねた。

全体としては、80%を超える学科・専攻が、実務

を「強く意識している」「意識している」と回答して

いる。

 

19.5% 66.4% 12.4%

1.8%

強く意識している ある程度意識している あまり意識していない

まったく意識していない 無回答

18.8

16.5

26.5

75.0

70.9

55.9

10.1

17.6

6.3 

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップ

国立＋公立

私立

強く意識している    ある程度意識している

あまり意識していない まったく意識していない                  

無回答              

私立の方が「強く意識している」との回答の割合が高くなっているが、「強く意識している」「ある程度意識している」を

併せると、私立よりも、国公立の方が高い。

私立の中には、「まったく意識していない」との回答も、17.6%みられた。
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調査結果⑧ ～情報系学科カリキュラム（3）～

カリキュラムにおいて重視している学習内容カリキュラムにおいて重視している学習内容

全体全体

詳細詳細

 

73.5%

17.7%

16.8%

16.8%

15.0%

15.0%

2.7%

3.5%

0.9%

2.7%

63.7%

41.6%

55.8%

66.4%

78.8%

76.1%

67.3%

83.2%

50.4%

25.7%

23.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プログラミング技術

計算機科学

通信・ネットワーク

情報数理科学

プレゼンテーション

ソフトウェア工学

システム・ソフトウェア設計

データベース

オペレーティングシステム

文書作成能力・文章力

チームワーク

情報システムの活用戦略

リーダーシップ

情報処理・ＩＴ関連の資格取得  

職業についての理解

プロジェクトマネジメント
Ｗｏｒｄ・Ｅｘｃｅｌ等のＩＴリテラシー 

経営・組織マネジメント

その他

左記の中にはない

無回答

87.5

81.3

68.8

75.0

81.3

68.8

68.8

50.0

50.0

56.3

37.5

31.3

25.0

0

0

25.0

12.5

6.3

0

6.3

6.3

86.1

86.1

77.2

78.5

67.1

67.1

65.8

62.0

53.2

45.6

27.8

22.8

22.8

8.9

12.7

17.7

8.9

2.5

1.3

1.3

2.5

76.5

61.8

73.5

61.8

67.6

64.7

58.8

41.2

44.1

32.4

20.6

26.5

5.9

35.3

26.5

8.8

29.4

2.9

8.8

0

2.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

プログラミング技術

計算機科学

通信・ネットワーク

情報数理科学

プレゼンテーション

ソフトウェア工学

システム・ソフトウェア設計

データベース

オペレーティングシステム

文書作成能力・文章力

チームワーク

情報システムの活用戦略

リーダーシップ

情報処理・ＩＴ関連の資格取得

職業についての理解

プロジェクトマネジメント

Ｗｏｒｄ・Ｅｘｃｅｌ等のＩＴリテラシー

経営・組織マネジメント

その他

左記の中にはない

無回答

トップ

国立＋公立

私立

(%)

私立では、国公立より、「情報処理・ＩＴ関連の資格

取得」、「職業についての理解」、「ＩＴリテラシー」な

どを重視する傾向がみられる。
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調査結果⑧ ～情報系学科カリキュラム（4）～

一連の開発工程が学習できる科目の有無一連の開発工程が学習できる科目の有無

全体全体 詳細詳細

今回の調査では、情報システムやソフトウェアの

開発に関する一連の工程（要件定義からテスト

まで）を学習できる科目（演習等）の有無と科目

の種類を尋ねた。

全体としては、3割弱の学校では必修科目として、

約5割の学校では選択科目として開講されてい

る。

残りの約2割の学校では、そのような科目は開

講されていない。

学校分類別に詳細にみると、国公立の方が、情報シ

ステムやソフトウェアの開発に関する一連の工程を学

習できる科目が開講されている割合が高い。

27.4% 47.8% 22.1% 2.7%

必修科目として開講されている 選択科目として開講されている

開講されていない 無回答

25.0

32.9

14.7

62.5

45.6

52.9

12.5

20.3

26.5 5.9

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップ

国立＋公立

私立

必修科目として開講されている            選択科目として開講されている            

開講されていない    無回答              
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調査結果⑧ ～情報系学科カリキュラム（5）～

実システム開発経験が可能な機会の有無実システム開発経験が可能な機会の有無

全体全体 詳細詳細

今回の調査では、実顧客が存在する状況下で、

学生が情報システムやソフトウェアの開発を体

験できる機会があるかを尋ねた。

「全員が体験する機会がある」と回答した学校は

少数。

「一部の学生は体験する機会がある」と回答した

学校が約50%、「そのような機会はない」と回答

した学校は、約45%となっている。
学校分類別に詳細にみると、私立の方が、実システ

ム開発経験を積める機会がわずかに高くなっている。

48.7% 44.2%3.5% 3.5%

全員が体験する機会がある 一部の学生は体験する機会がある

そのような機会はない 無回答

6.3

2.5

5.9

31.3

46.8

52.9

50.0

45.6

41.2

12.5

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップ

国立＋公立

私立

全員が体験する機会がある                一部の学生は体験する機会がある          

そのような機会はない 無回答              
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調査結果⑧ ～情報系学科カリキュラム（6）～

１ヶ月以上の長期的な企業インターンシップの実施状況１ヶ月以上の長期的な企業インターンシップの実施状況

全体全体 詳細詳細

今回の調査では、１ヶ月以上の長期的な企業イ

ンターンシップの実施状況についても尋ねた。

必修科目／選択科目としての実施の他に、単位

認定はない場合などを含めると、約50%の学校

でインターンシップが実施されている。

約40%の学校では、選択科目として単位取得可

能な形式でインターンシップを実施している。

一方、46.9％の学校では、長期的なインターン

シップは実施されていない。

長期的な企業インターンシップは、私立と比較して、国

公立において実施されている割合が高い。

トップ校においては、5割を超える機関において、単位

認定が可能な形でインターンシップが実施されている。

40.7% 8.8%1.8% 46.9% 1.8%

必修科目として実施されている 選択科目として単位取得が可能
単位認定はないが実施されている 特に実施されていない

無回答

2.5

56.3

45.6

29.4

6.3

6.3

14.7

37.5

43.0

55.9

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップ

国立＋公立

私立

必修科目として実施されている            選択科目として単位取得が可能            

単位認定はないが実施されている          特に実施されていない

無回答              
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調査結果⑧ ～情報系学科カリキュラム（7）～

標準カリキュラムや情報処理技術者試験の利用標準カリキュラムや情報処理技術者試験の利用

30.1%6.2% 47.8% 13.3%

2.7%

その内容をカリキュラムに取り入れたい

カリキュラムの改定時に参考にしたい

内容を見て判断したい

現在のところ、特に参考にすることは考えていない

無回答

5.3%

69.0%

11.5%

5.3%

6.2%

6.2%

4.4%

4.4%

0.9%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

試験への合格が、カリキュラム内で

                         推奨されている

試験対策講座が、単位認定される科目

                      として実施されている

試験対策講座を単位認定されない科目
                      やセミナーとして実施

試験への合格を、単位認定の

         条件とする科目がある

試験合格者に対して、報償金等
                       が支給される

試験合格者に対して、表彰や氏名の
 掲示等が行われる

試験への合格が、カリキュラムの

    修了要件の一部となっている

その他

               特に活用されていない

（受験は学生個人に任されている）

無回答

「情報処理技術者試験」の活用状況「情報処理技術者試験」の活用状況 活用している試験区分活用している試験区分

26.5%

11.8%

11.8%

2.9%

17.6%

14.7%

14.7%

20.6%

52.9%

47.1%

23.5%

85.3%

14.7%

11.8%

11.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

基本情報技術者試験

ソフトウェア開発技術者試験

初級システムアドミニストレータ試験

テクニカルエンジニア試験（データベース）

テクニカルエンジニア試験（ネットワーク）

テクニカルエンジニア試験（システム管理）

テクニカルエンジニア試験（エンベデッドシステム）

プロジェクトマネージャ試験

上級システムアドミニストレータ試験

情報セキュリティアドミニストレータ試験

テクニカルエンジニア試験（情報セキュリティ）

アプリケーションエンジニア試験

システムアナリスト試験

システム監査技術者試験

無回答
N=34

「情報専門学科カリキュラムJ07」の利用意向「情報専門学科カリキュラムJ07」の利用意向

右図は、現在、情報処理学科において策定が進めら

れている「情報専門学科カリキュラム（J07）」の利用意

向を尋ねたもの。「取り入れたい」「参考にしたい」との

回答が約5割となっている。

下図は、情報処理分野の国家試験「情報処理技術者

試験」のカリキュラムにおける活用状況を尋ねたもの。

AD、FE、SWの活用が多い。
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調査結果⑨ ～産学連携の取り組み（1）～

産学連携（協力）の実施状況とその内容産学連携（協力）の実施状況とその内容

全体全体

詳細詳細

 

54.9%

8.0%

8.0%

5.3%

0.9%

38.1%

12.4%

22.1%

52.2%

61.9%

57.5%

52.2%

87.6%

16.8%

9.7%

8.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共同研究・開発の実施

企業出身の非常勤講師の任用

インターンシップの単位認定

授業への企業関係者の招聘

採用の際の学生の紹介

企業社員が学位を取得

企業出身の専任講師の任用

企業社員が授業・セミナー等を受講

企業からの機材提供

共同ベンチャーの設立

カリキュラム・教材の共同開発

企業奨学金の設置

企業寄附講座の開設

大学教員の企業派遣

企業からの業務受注

特に何も行っていない

87.5

75.0

75.0

50.0

56.3

81.3

50.0

25.0

12.5

6.3

12.5

6.3

25.0

6.3

0

0

89.9

63.3

64.6

55.7

55.7

62.0

35.4

26.6

16.5

13.9

10.1

6.3

11.4

6.3

5.1

0

82.4

58.8

41.2

52.9

44.1

29.4

44.1

11.8

17.6

8.8

8.8

14.7

0

11.8

5.9

2.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

共同研究・開発の実施

企業出身の非常勤講師の任用

インターンシップの単位認定

授業への企業関係者の招聘

採用の際の学生の紹介

企業社員が学位を取得

企業出身の専任講師の任用

企業社員が授業・セミナー等を受講

企業からの機材提供

共同ベンチャーの設立

カリキュラム・教材の共同開発

企業奨学金の設置

企業寄附講座の開設

大学教員の企業派遣

企業からの業務受注

特に何も行っていない

トップ

国立＋公立

私立

(%)

私立と比較して、国公立では、「インターンシップの単

位認定」、「採用の際の学生の紹介」、「企業社員が学

位を取得」などを挙げる割合が高くなっている。
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87.5

56.3

50.0

56.3

18.8

0

6.3

87.3

53.2

41.8

32.9

15.2

1.3

2.5

0 20 40 60 80 100

実践的な教育・研究の実施

より水準の高い教育・研究の実施

新規性のある取り組みの実施

相手先企業との関係強化

大学教員の能力・スキル向上

その他

無回答

トップ

国立＋公立

私立

(%)

調査結果⑨ ～産学連携の取り組み（2）～

産学連携の目的産学連携の目的

全体全体

国公立と私立では似た傾向が見られ、産学連携の目

的として「実践的な教育・研究の実施」が最も多い。

トップ校において、「相手先企業との関係強化」という

回答が多くなっている。

詳細詳細

 

33.9%

87.5%

16.1%

42.0%

52.7%

0.9%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実践的な教育・研究の実施

より水準の高い教育・研究の実施

新規性のある取り組みの実施

相手先企業との関係強化

大学教員の能力・スキル向上

その他

無回答
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調査結果⑨ ～産学連携の取り組み（3）～

産学連携によって実施される専門科目の開講状況産学連携によって実施される専門科目の開講状況

全体全体

今回の調査では、産学連携によって実施されてい

る専門科目の開講状況を尋ねた。

約5割の学校が、産学連携による専門科目を開講

している。

詳細詳細

 
4.4% 43.4% 50.4% 1.8%

必修科目として開講されている

選択科目として開講されている

開講されていない
無回答　

5.1

2.9

75.0

45.6

38.2

12.5

46.8

58.8

12.5

2.5

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップ

国立＋公立

私立

必修科目として開講されている            選択科目として開講されている            

開講されていない    無回答              

国公立の方が、産学連携によって専門科目が実施

されている割合が高くなっている。

トップ校では、75%の学校において、産学連携によ

る専門科目が選択科目として開講されており、他

の学校と比較して高い割合を示している。
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調査結果⑨ ～産学連携の取り組み（4）～

産学連携の取り組みに対する今後の意向産学連携の取り組みに対する今後の意向

全体全体

今回の調査では、産学連携に関する今後の取り組

みの意向を尋ねた。

「現在よりも取り組みを減らしたい」と回答した学校

はなく、9割近い学校が「現在の水準を維持したい」、

または、「現在よりも（取り組みを）強化したい」と回

答している。

詳細詳細

私立よりも国公立の方が、「産学連携を強化してい

きたい」と回答した割合が高くなっている。

 

20.4% 8.0%69.9%

1.8%

現在より取り組みを減らしたい 現状の水準を維持したい

現在よりも強化したい 特に意向はない

無回答　

 

18.8

22.8

14.7

68.8

72.2

64.7 20.6

2.5

 

2.5

12.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

トップ

国立＋公立

私立

現在より取り組みを減らしたい            現状の水準を維持したい                  

現在よりも強化したい 特に意向はない      

無回答              
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調査結果⑨ ～産学連携の取り組み（5）～

産学連携を強化したいと考える分野産学連携を強化したいと考える分野

全体全体

今回の調査では、産学連携を実施（強化）したいと

考える分野についても尋ねた。

「研究」と回答した学校は81.4%と最も多く、次に

「教育」がこれに続いた。「地元企業との連携による

地域振興」との回答も、7割近くに上っている。

詳細詳細

国公立は「研究」を強化したいと回答しているのに

対し、私立では「教育」との回答が多い。

 

44.1%

2.0%

0.0%

73.5%

58.8%

11.8%

81.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

研究

教育

地元企業との連携による地域振興

学生の就職

企業内教育への協力

その他

無回答

92.9

92.9

21.4

42.9

14.3

0

0

84.0

72.0

58.7

38.7

10.7

0

1.3

74.1

77.8

59.3

59.3

14.8

0

3.7

0 20 40 60 80 100

研究

教育

地元企業との連携による地域振興

学生の就職

企業内教育への協力

その他

無回答

トップ

国立＋公立

私立

(%)
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調査結果⑨ ～産学連携の取り組み（6）～

産学連携にあたっての課題産学連携にあたっての課題

全体全体

「企業側にメリットが少なく、企業からの協力が得に

くい」という回答が最も多い。

詳細詳細

産学連携に関する課題が、国公立と私立では異

なっている。

19.5%

5.3%

10.6%

8.8%

43.4%

19.5%

25.7%

30.1%

16.8%

9.7%

6.2%

10.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

企業側にメリットが少なく、

企業からの協力が得にくい

企業講師の招聘のための資金が足りない

講師に関する情報が乏しく、適切な

            企業人材が見つからない

企業との間にルートがなく、相手先

             の企業を探すのが難しい

実践的な教育のための教材購入・準備

のための資金が足りない

学内での企業講師の任用が難しい

実践的な教育を実施したいが、具体的な

                  実施の方法が分からない

実践的な教育に利用できる適切な教材がない

学内に制度的な制約が多く、

         講座の実施が難しい

その他

特に課題は感じていない／そのような

                 取り組みを進めていない

無回答

25.0

43.8

25.0

12.5

6.3

18.8

25.0

12.5

18.8

6.3

0

12.5

41.8

36.7

24.1

20.3

16.5

21.5

7.6

8.9

8.9

7.6

8.9

7.6

47.1

14.7

29.4

17.6

26.5

5.9

17.6

11.8

8.8

2.9

14.7

0

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

企業側にメリットが少なく、企業からの協力が得にくい

企業講師の招聘のための資金が足りない

講師に関する情報が乏しく、適切な企業人材が見つからない

企業との間にルートがなく、相手先の企業を探すのが難しい

実践的な教育のための教材購入・準備のための資金が足りない

学内での企業講師の任用が難しい

実践的な教育を実施したいが、具体的な実施の方法が分からない

実践的な教育に利用できる適切な教材がない

学内に制度的な制約が多く、講座の実施が難しい

その他

特に課題は感じていない／そのような取り組みを進めていない

無回答 

トップ

国立＋公立

私立

(%)


